
出
前
講
座
を
活
用
し
て
く
だ
さ
い

出
前
講
座
を
活
用
し
て
く
だ
さ
い

　
幌
延
町
で
は
、
町
民
の
皆
さ

ん
の
「
知
り
た
い
、
聞
き
た
い
」

こ
と
に
つ
い
て
、
町
職
員
が
講

師
と
な
っ
て
皆
さ
ん
の
も
と
へ

出
向
き
、
情
報
を
提
供
す
る
「
出

前
講
座
」
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

　「出
前
講
座
」
で
は
、
行
政
一

般
、福
祉
・
健
康
、暮
ら
し
、産
業
・

経
済
、
教
育
な
ど
町
民
の
皆
さ

ん
が
詳
し
く
説
明
を
聞
き
た
い

と
い
う
事
柄
に
つ
い
て
説
明
し

ま
す
。

【
具
体
例
】

◆
行
政一般

・
告
知
端
末
機
「
知
ら
せ
ま
す

ケ
ン
」
の
使
い
方
に
つ
い
て

・
ま
ち
づ
く
り
基
本
条
例
や
町
民

参
加
条
例
な
ど
町
民
に
身
近

な
条
例
の
内
容
に
つ
い
て

・
財
政
状
況
に
つ
い
て

・
防
災
対
策
に
つ
い
て

・
町
議
会
や
町
議
会
議
員
の
日

頃
の
活
動
に
つ
い
て

◆
福
祉
・
健
康

・
保
育
所
や
学
童
保
育
の
運
営
、

育
児
・
子
育
て
支
援
に
つ
い
て

・
生
活
習
慣
病
予
防
の
た
め
の

食
生
活
や
食
育
に
つ
い
て

皆
さ
ん
の「
知
り
た
い
、聞
き
た
い
」に
お
答
え
し
ま
す

皆
さ
ん
の「
知
り
た
い
、聞
き
た
い
」に
お
答
え
し
ま
す

皆
さ
ん
の「
知
り
た
い
、聞
き
た
い
」に
お
答
え
し
ま
す

・
予
防
接
種
や
各
種
検
診
に
つ
い

て
・
国
民
健
康
保
険
や
介
護
保
険
、

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
つ

い
て

◆
暮
ら
し

・
私
た
ち
の
暮
ら
し
と
町
税
の
結

び
つ
き
に
つ
い
て

・
幼
児
・
高
齢
者
の
交
通
安
全

対
策
に
つ
い
て

・
家
庭
ご
み
の
分
別
方
法
や
リ
サ

イ
ク
ル
に
つ
い
て

・
水
道
や
下
水
道
に
つ
い
て

・
悪
徳
商
法
へ
の
対
処
法
に
つ
い

て
◆
産
業
・
経
済

・
酪
農
業
の
現
状
、
将
来
展
望

に
つ
い
て

・
道
路
や
橋
な
ど
の
整
備
計
画
に

つ
い
て

・
観
光
事
業
に
つ
い
て

・
商
工
業
振
興
対
策
に
つ
い
て

◆
教
育

・
生
涯
学
習
、
生
き
が
い
教
室
に

つ
い
て

・
学
校
活
動
に
つ
い
て

・
図
書
室
の
利
用
方
法
に
つ
い
て

○
申
込
み
方
法

◇
申
込
み
が
で
き
る
方

　
原
則
と
し
て
町
内
に
在
住

す
る
５
人
以
上
の
グ
ル
ー
プ

◇
開
催
時
間

　
平
日
の
午
前
10
時
か
ら
午

後
９
時
ま
で
の
２
時
間
（
土
・

日
・
祝
日
開
催
に
つ
い
て
も
相

談
に
応
じ
ま
す
）

◇
場
所

　
町
内
　

※

会
場
の
確
保
、
使
用
料

の
負
担
及
び
開
催
会
場

等
の
準
備
は
申
込
者
で

行
って
く
だ
さ
い
。

◇
申
込
み
方
法

　
開
催
を
希
望
す
る
日
の
２

週
間
前
ま
で
に
、「
幌
延
町
出

前
講
座
申
込
書
」
を
総
務
課

総
務
グ
ル
ー
プ
に
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。

※

申
込
書
は
総
務
課
総
務

グ
ル
ー
プ
に
あ
り
ま
す
。

電
話
で
の
申
込
み
も
可

能
で
す
。

申
込
み
、
問
い
合
わ
せ
先

　
　総
務
課
総
務
グ
ル
ー
プ

　
電
　
　
話
　
５―

１
１
１
１

（
内
線
１
３
２
・
１
３
３
）

　
告
知
端
末
　
５―

８
８
１
１

平成26年度から個人住民税の均等割額が変わります平成26年度から個人住民税の均等割額が変わります
　「東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地
方税の臨時特例に関する法律」（平成23年法律第118号）が制定されたことに伴い、地方公共団体が実施
する防災のための施策に必要な費用の財源を確保するため、臨時の措置として平成26年度から平成35年度
までの10年間、個人住民税の均等割額が次のとおり引き上げとなります。

均等割額

個人町民税

個人道民税

合　　　計

現　　行
(平成25年度まで)

３，０００円

１，０００円

４，０００円

３，５００円

１，５００円

５，０００円

５００円

５００円

１，０００円

特例期間
(平成26～35年度) 引き上げ額

【問い合わせ先】
会計課 財政グループ税務担当　☎ ５－１１１３（会計課直通）　告知端末機　５－８８１３
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